
論文 コンクリート構造物の環境設計に関する基礎的研究 
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要旨：現在，資源の枯渇，温暖化，及び各種環境劣化などの地球環境問題は，その深刻さを

増している。膨大な資源・エネルギーを利用する建設分野の環境負荷は少なくないが，現行

の構造物設計技術体系は安全性が中心となっている。従って，今後は，環境側面を示方書や

基準に組み込むことが極めて重要となる。本論文では，コンクリート構造物の環境設計体系

を提案すると共に，ライフサイクル環境負荷評価システムを構築した。また，これに基づい

て実構造物の新設及び解体・リサイクルに関する環境負荷データを分析し，土木コンクリー

ト構造物の場合，材料製造に関わる環境負荷の割合が大きいことなどを示した。 
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１．まえがき 

資源の枯渇，温暖化，及び各種環境劣化など

の地球環境問題は，開発途上国の急激な発展と

共に，その深刻の度合いを増してきている。日

本も，京都議定書に基づき，あらゆる分野にお

いて地球温暖化ガスの削減に向けた施策を進め

ている。日本における CO2 発生量のおよそ 1/3

が直接間接に建設分野に起因しているとされて

いる１）。従来の構造物設計技術体系は，安全性

を軸として形成されており，最近漸く環境問題

に直結する耐久性や維持管理が組み込まれ始め

たものの，具体的な方法論については緒に就い

たばかりである。地球温暖化ガスに関する設計

上の配慮を示方書や基準等で明確にしているも

のはほとんどないといっても過言ではない。実

態がどうなっているかについてのデータも極め

て少ない。このような状況を考慮すると，今後

現行の設計体系に環境側面を組み込んだ，いわ

ゆる環境設計体系を構築することが極めて重要

となる。また，コンクリート構造物の建設や，

運用，維持管理，及び解体等における環境負荷

に関するデータの蓄積と，それらの情報の環境

設計へのフィードバックが必要となる。 

本論文では，コンクリート構造物の環境設計

体系を提案するとともに，ライフサイクル環境

負荷評価システムを構築し，これに基づいて実

構造物の新設及び解体・リサイクルに関する環

境負荷データを分析し，考察を行った。 

なお，本論文で用いる用語「環境設計」は，

技術用語として一般的ではないが，ここでは環

境側面を構造物の設計に組み込むという新しい

概念を表記するために用いることにした。 

 

２．コンクリート構造物の環境設計体系 

図－１に，提案するコンクリート構造物の環

境設計体系を示す。この設計体系の特徴は，従

来の安全性や使用性あるいは耐久性などの照査

に，「環境性」の照査を組み込んだ性能照査型設

計法にある。性能設計は，「要求性能」の設定と，

「性能照査」からなる。性能照査は，材料，施

工などに関する一定の前提条件の下で行われる

のであるから，その前提条件が実際に確保され

ているかどうかを確認するための「検査」が必

要となる。また，構造物の実際の挙動に関する

時間の関数としてのデータが少ないことを考慮

すれば，供用中の「モニタリング」情報が有効
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に利用されるシステムも必要となる。 

 一般に，建設プロジェクトが計画されると，

計画者は種々のフィージビリティスタディを行

い構造物の種類を選択することになる。その際，

従来の構造性能に加えて，環境性能も考慮する

必要がある。環境性能については，まだ評価の

定まった指標は確立されていないが，CO2，エネ

ルギーなどに加えて，土地利用による自然改変，

有害物質の排出，景観などが考えられる。問題

は，本質的に意味の異なるこれらの指標をどう

総合的に評価するかにあり，最終的には何らか

の「統合環境指標」の導入が必要となるが，環

境性能の設定にはいろいろな可能性がある。何

らかの根拠に基づいて環境要求性能として絶対

値を与える場合，あるいは標準からの相対的な

値を与える場合が考えられる。前者では，社会

的あるいは政治的な背景により決められる要求

が考えられる。後者では，例えば標準構造との

比較によりポイントをつける方法である。構造

物の寿命は，耐久性に対する要求性能の設定に

よって決まるが，当然のことながら長期的性能

を評価する技術が必要となる。耐久性確保によ

る構造物の長寿命化の本質は，経済性と環境負

荷低減の最適化にある。 

さて，要求性能が設定されると，先ず構造物

の形状，寸法，配筋などを決定する。次に，材

料や部材要素を選択する。材料選択には，エネ

ルギーや資源利用などによる環境負荷の観点も

考慮される。これらとの関連で維持管理計画も

設定する。次に施工法の選択をする。当然，施

工における環境側面も考慮される。これらの前

提条件の下で，各種モデルに基づく構造・施工

シミュレーションを行う。これらの結果が要求

性能を満足すれば，次に環境負荷シミュレーシ

ョンを行う。環境負荷シミュレーションでは，

建設時の直接的な環境負荷に加えて，ライフサ

イクルでの環境負荷も考慮しなければならな

い。環境性能の照査に関する具体的な方法につ

いては，今後の大きな課題であり，環境負荷低

減を誘導するメカニズムを考慮した手法の開発

が必要である。これらの照査が終了すれば，実

際の施工，検査，供用，維持管理に伴う性能再

評価，補修，解体・再利用，廃棄等のライフサ

イクルとなる。 

これら全体の流れの中で特に重要なことは，

モニタリングや維持管理情報がシミュレーショ

ン用各種モデル体系にフィードバックされるシ

ステムを構築しておくことである。これまでこ

のようなシステムが考慮されてこなかったこと

が，構造物の耐久性の評価，ひいては寿命評価

を困難なものにしてきた。 

コンクリート構造物に関する現行の設計法

は，長い間蓄積されてきた技術情報に基づいて

形作られてきたが，構造物の長寿命化や資源効

率の本質的な意味である環境の視点が極めて希

薄であったと言わざるを得ない。建設産業が大

量の資材を使用する資源依存型の産業であるこ

環境要求性能 環境性(CO２エネルギー 自然 溶出 景

安全性 使用性 耐久性;構造要求性能 

維持管理計画の設定 
材料･部材要素等の選択 

施工方法の選択 
各種モデルに基づく構造、 
施工方法のシミュレーション 

･普通セメント／エコセメント 
･骨材／リサイクル骨材 
･プレキャスト部材／解体部材 
･その他の材料 

･構造･耐久性モデル 
･施工評価モデル 
･既存の構造物からのデータ 
に基づくモデルの修正 

･環境負荷評価モデル 
･LCA(ライフサイクルアセスメント) 
･LCC(ライフサイクルコスト)
･LCCO２(ライフサイクルCO２)

環境負荷のシミュレーション 

施工 

新しい維持管理計画の設定 

モニタリングと維持管理情報 

性能の再評

補修･補強による性能評価 

廃棄

形状･寸法･配筋などの設定 

照査 

補修･補強 
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図-1 コンクリート構造物の環境設計 
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とを考慮すると，環境設計体系の構築と具体的

設計技術の開発が喫緊の課題であるが，ここで

提案する環境設計体系は，個別の技術課題の全

体での位置づけを明確にする。以下に，コンク

リート構造物の環境負荷評価システムと，実構

造物の新設・解体・リサイクルに必要なエネル

ギー消費量及び CO2排出量に関して検討する。

 

３．コンクリート構造物の環境負荷評価 

3.1 ライフサイクル環境負荷評価システム 

 図－2 に，コンクリート構造物のライフサイク

ル環境負荷評価システムを示す。これらは，構

造物の建設，供用，解体，廃棄・リサイクルか

らなり，全ての段階で必要な負荷量の算定をす

ることとなる。建設段階においては，各種基礎

材料の製造，それらの輸送，コンクリートの製

造と輸送並びに打設と養生におけるエネルギー

使用及び CO2 排出等の評価が必要となる。材料

として副産物等を利用する場合には，それらの

環境負荷低減効果を評価すべきであるが，現状

では技術的に難しい。客観的な評価基準の構築

が望まれる。次に供用中の補修あるいは補強に

関わる環境負荷が評価される。建物の場合には，

設備や運用に関わる環境負荷も評価の対象とな

る。構造物が寿命となれば，あるいは更新する

場合，これらを解体する必要がある。解体に必

要なエネルギーや CO2 排出等が環境負荷評価の

対象となる。最後に，発生した解体材のリサイ

クル処理や廃棄に関わる環境負荷評価を行わな

ければならないが，何れも評価方法に検討すべ

き課題が残されている。 

環境負荷評価にはライフサイクルでのインベ

ントリ分析が必要となるが，インベントリ分析

には積み上げ法と産業連関分析法がある。前者

は，用いる材料の製造，運搬，工事，廃棄・リ

サイクルなどについてエネルギー消費量や二酸

化炭素排出量などの環境負荷データを具体的に

調べて積み上げる方法であり，インベントリ分

析の根拠が明確となるが，調査に多くの手間が

かかる。一方，産業連関分析法は，日本で１年

間に生産，消費する全ての財・サービスの取引

量を部門毎に貨幣単位で表した産業連関表によ

り，産業間にわたる既知のインベントリを利用

して直接間接環境負荷データを求める方法であ

るが，あくまで部門の平均的な評価であること

や貨幣単位で処理されることからかなり大雑把

なものとなることは否めない。 

本研究で対象とする環境負荷データは，エネ

ルギー消費量(GJ)と二酸化炭素(t＝103kg)の２種

類とし，環境負荷原単位は，積み上げ法による

文献２）を基本とした。工事用機械の機械出力，

運転１時間当たり燃料消費率，運転１時間あた

り損料率については，文献３）に示されている値

を用いた。また，材料の製造についての原単位

は，文献４）の値を用いた。 

3.2 実構造物の環境負荷評価実施例 

(1) コンクリート橋の新設 

本工事の概要は，橋長 271.27m，支間長

31.475m＋4@34.95m＋３＠30.26m，幅員は車道

図-2 コンクリート構造物のライフサイクル環

境負荷評価システム 
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8.00m，歩道 2.5m であり，基礎形式は直接基礎

（橋台 2 基，橋脚 7 基），また上部工形式は PC

単純ポストテンション T 桁橋及び PC 連結ポス

トテンション T 桁橋である。また，主な材料の

数量は以下の通りである。 

コンクリート：6,318m3（上部工 4,391m3， 

下部工 1927m3） 

鉄筋 ：693t（上部工 459t，下部工 234t）

PC 鋼材 ：90.2t 

図－３，図－４及び図－５，図－６に下部工

及び上部工に関する材料製造時のエネルギー消

費量と CO2排出量を示す。下部工の CO2排出量

は，コンクリート材料が約 60%，鉄筋が約 35%

であり，エネルギー消費については鉄筋が約

60%，コンクリート材料が約 35%であった。上

部工の CO2 排出量は，コンクリート材料が約

50%，鉄筋及び PC 鋼材がそれぞれ約 20%であっ

た。エネルギー消費量については，コンクリー

ト，鉄筋，PC 鋼材がそれぞれ約 30%であった。

材料製造時の総 CO2 排出量は約 2945t であり，

材料輸送と施工における CO2 排出量はそれぞれ

その約 5%及び 15%であった。このように，材料

輸送に関する環境負荷は少なく，施工に関する

ものが比較的大きな値となったが，材料製造時

の CO2排出量が全体の約 83%を占める。また，

エネルギーに関しても，総使用量 36,181GJ のう

ち，材料製造時のものが約 80%を占める。 

(2) 河川樋門改築 

本工事の概要は，120m にわたる堤防改築（引

堤）と樋門改築（撤去と新設）であり，主な材

料の数量は以下の通りである。 

撤  去 ：コンクリート 95m3 ， 

アスファルト版 926m2 

リサイクル ：コンクリート 230t， 

アスファルト 109t 

新  設  ：コンクリート 337m3，鉄筋 12t

図－７及び図－８に材料製造時のエネルギー

消費量と CO2 排出量を示す。エネルギー消費量

については，FRPM 管，コンクリート，型枠，

車歩道境界ブロック，鉄筋・鋼矢板がほぼ同じ

割合である。また，CO2 排出量についてはセメ

ントと FRPM 管製造が大きな割合を占めてい

る。なお，セメントの約４割に高炉セメントが

用いられている。また，FRPM 管は，積み上げ

による原単位が取得できなかったので，文献４）

の強化プラスティック製品により算定した。材

料製造時のエネルギー消費量は約 2261GJ であ

り，材料輸送と施工におけるエネルギー消費量

はそれぞれその約 4%及び 31%である。また，材

料製造時の CO2 排出量は約 184t であり，材料輸

送と施工における CO2 排出量はそれぞれその約

3%及び 32%であった。このように，この工事に

おいても，材料輸送に関する環境負荷は小さく，

土工等の各種工事に必要な建設機械の稼働によ

る負荷量が比較的大きくなることが明らかにな

った。したがって，施工重機が多く用いられる

工種では，環境負荷低減上エネルギー効率のよ

い重機の使用が重要となる。 

図-7 材料製造時
エネルギー消費量 
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図-8 材料製造
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図-5 材料製造時
 エネルギー消費量(GJ)

図-6 材料製造時
CO2排出量(t) 
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新設コンクリート橋 (上部工） 
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図-3 材料製造時
 エネルギー消費量(GJ)

図-4 材料製造時
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新設コンクリート橋 （下部工）
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解体は，コンクリート樋門，アスファルト版，

及び石積みについて行われた。エネルギー消費

量と CO2排出量とも，樋門解体が全体の約 70%

となったが，その絶対量はそれぞれ約 54GJ 及び

3.6t であった。コンクリートのリサイクルは，

現場外での普通処理で算定し，それぞれ約 15GJ

及び 0.6t と，他と比べてかなり小さな値となっ

た。これを加熱すりもみの高度処理をすると，

それぞれ約 10 倍及び 14 倍の負荷量となる。図

－９及び図－１０に，本改築工事におけるエネ

ルギー消費量と CO2 排出量の，材料製造，材料

輸送，施工，解体，リサイクル毎の割合を示す。

図から分かるように，本工事では，材料製造に

よる環境負荷が全体の約 73%を占める結果とな

った。 

(3) 既設コンクリート橋の解体撤去 

本工事の概要は，橋長 90m，支間長 8@11.25m，

幅員が車道 9.00m，歩道 2@2.5m であり，基礎形

式は杭基礎（橋台 2 基，橋脚 7 基），上部工形式

は鉄筋コンクリート連続桁橋である。また，主

な材料の数量は以下の通りである。 

解体撤去 ：コンクリート 1,080m3，アスフ

ァルト版 1,504m2，鋼材 29.5t 

リサイクル：コンクリート 2,700t，アスファ

ルト 449t 

コンクリート橋解体には，コンクリートの破砕，

小割，鉄筋切断，アスファルト舗装版切断，ガ

ードフェンス撤去が必要であるが，図－１１及

び図－１２に示すように，エネルギー消費量と

二酸化炭素排出量の約 80%がコンクリートの破

砕及び小割によるものであった。解体によるエ

ネルギー消費量と CO2 排出量は，それぞれ 約

1053GJ 及び 71t である。なお，コンクリート解

体における使用機械，使用時間，燃料使用量に

関しては現場の資料及びヒアリングによる情報

を取得し原単位を算出した。表－１及び表－２

に，それぞれコンクリートの破砕工及び子割の

原単位を示す。破砕に用いた機械は標準より大

きく，結果として建築構造物からのデータに基

づく文献 2)と比べて環境負荷原単位は大きなも

のとなった。このように，対象とする構造物に

よって，機械の規模が異なり，これらが環境負

荷量に直接影響することがわかる。 

現場からの撤去のための積み込みに関するエ

ネルギー消費量及び二酸化炭素排出量はそれぞ

れ約 145GJ 及び 9.7t である。また，運搬に関わ

るものはそれぞれ約 58GJ 及び 4t となり，全体

としては小さい。 

コンクリートのリサイクル処理については，

現場外普通処理施設における２種類のジョーク

ラッシャー，篩い，場内輸送，重機に関するヒア

リング資料から原単位を算定した。表－３にクラ

ッシャー等原単位及び重機等原単位の算定結果

を示す。これらに基づく本橋解体コンクリートの

リサイクルによるエネルギー消費量及び CO2 排出

量はそれぞれ，約 642GJ 及び 35t となった。 

図－１３及び図－１４は，本橋の解体からリ

サイクルまでのエネルギー消費量と CO2 排出量

を示す。このように，解体からリサイクルまで

の環境負荷量は普通処理では比較的小さく，エ

図-9 エネルギー
消費量(GJ) 

図-10 CO2排出量(t)

材料製造

材料輸送

施工

解体

リサイ クル
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河川樋門改築 

図-11 エネルギー 
消費量(GJ) 

図-12 CO2排出量(t)
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コンクリート橋の解体 

図-13 エネルギー 
消費量(GJ) 

図-14 CO2排出量(t)
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ネルギー消費量と CO2 排出量は，コンクリート

単位量当たりでそれぞれ，上述した新設橋の場合

の約 26%及び 17%に相当する。当然，用いる機

械の性能やリサイクルシステムの相違によりこ

れらの値は大きく変化する。 

４．結論 

本研究の範囲で以下のことが言える。 

(1) コンクリート構造物の安全性と環境性を

性能照査型設計法の体系で扱うことは可能であ

る。ただし，環境性能の照査システムについては，

環境負荷低減を誘導するメカニズムを考慮した

手法の開発が必要である。 

(2) 土木コンクリート構造物の場合，エネルギ

ー消費量と CO2 排出量は，主要材料であるコン

クリートや鉄筋の製造に関わるものが大きな割

合となるが，構造物の種類や工種によっては施

工重機の影響が比較的大きくなる場合がある。

(3) コンクリート構造物の解体・リサイクルに

発生するエネルギー消費と CO2 発生量は，本研

究で取り上げた事例では，コンクリート単位量

当たりでそれぞれ新設の場合の約 26%及び 17%

に相当した。 

(4) コンクリートの破砕やリサイクル処理に

関する原単位は，構造物の種類や用いる機械・

システムにより大きく異なる。 

(5) 土木コンクリート構造物の場合，材料製造

に関わる環境負荷の割合が高いので，耐久構造

物の建設，つまり耐久設計の高度化及び適切な

方法による既存構造物の長寿命化が，環境負荷

低減に最も寄与すると思われる。 

なお，本論文で提案した「環境設計」の枠組

の有用性については，今後具体的な設計の実施

により検証する必要がある。 
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表-1 コンクリート破砕工原単位 

軽油投入
量 

エネルギー 
消費量 
原単位 

CO２排出量
原単位 使用機械 

l/m3 MJ/m3 kg-CO2/m3

バックホー
1.5m3級＋油圧
破砕機(170t) 

15.08 628.2 
(233.3)* 

42.57 
(15.8)* 

                                   *文献〔2〕

表-2 コンクリート子割り原単位 

軽油投入
量 

エネルギー 
消費量 
原単位 

CO２排出量
原単位 使用機械 

l/m3 MJ/m3 kg-CO2/m3

バックホー
0.6m3級＋油圧
破砕機(56～

100t) 
8.62 359.1 24.33 

 
表-3 コンクリートリサイクル処理関連原単位 

エネルギー 
消費量 
原単位 

CO２ 
排出量 
原単位 使用機械 エネル

ギー種 
MJ/t kg-CO2/t

ジュークラッシャ
ーＡ 37.64 1.484 

ジュークラッシャ
ーＢ 27.60 1.088 

篩い 14.75 0.582 

系内輸送 

電力 

15.11 0.596 
バックホー0.6m3

＋油圧破砕機
(100t) 

55.55 3.76 

バックホー0.6m3 

軽油 

53.18 3.60 

 

-6-


